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保
険
税
及
び
介
護
保
険
料
の
減
免

に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例
制
定
に
つ
い
て

　

原
子
力
災
害
に
よ
る
平
成
25
年

度
の
国
民
健
康
保
険
税
及
び
介
護

保
険
料
の
負
担
軽
減
を
図
る
た

め
、
必
要
な
改
正
を
行
う
も
の
。

改
正
理
由

　

原
子
力
災
害
に
よ
る
被
災
者
に

対
す
る
国
の
財
政
支
援
が
１
年
間

延
長
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
こ
と

か
ら
、
国
保
税
及
び
介
護
保
険
料

の
減
免
を
継
続
す
る
も
の
で
あ
る
。

施
行
日　

平
成
25
年
４
月
１
日

○
南
相
馬
市
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ

等
対
策
本
部
条
例
制
定
に
つ
い
て

　

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策

特
別
措
置
法
第
37
条
に
お
い
て
準

用
す
る
同
法
第
26
条
の
規
程
に
基

づ
き
、
南
相
馬
市
新
型
イ
ン
フ
ル

エ
ン
ザ
等
対
策
本
部
に
関
し
必
要

な
事
項
を
定
め
る
た
め
、
新
た
に

条
例
を
制
定
す
る
も
の
。

３３月議会月議会
【平成25年度第１回定例会】【平成25年度第１回定例会】
　　３月定例会は３月４日から３月 26日までの 23日間行われ、３月定例会は３月４日から３月 26日までの 23日間行われ、
議案 63件（条例関係 23件、議案 63件（条例関係 23件、予算関係 30件、予算関係 30件、その他 10件）、その他 10件）、
報告１件が審議されました。報告１件が審議されました。
　一般会計予算中、１件が修正されて可決、他は原案通り可決さ　一般会計予算中、１件が修正されて可決、他は原案通り可決さ
れました。れました。

○
南
相
馬
市
職
員
定
数
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

　

増
大
す
る
復
旧
・
復
興
業
務
に

従
事
す
る
職
員
数
を
確
保
す
る
た

め
、職
員
定
数
の
変
更
に
つ
い
て
、

必
要
な
改
正
を
行
う
も
の
。

改
正
理
由

　

平
成
25
年
４
月
１
日
付
け
の
市

長
補
助
機
関
の
職
員
配
置
予
定
数

が
現
行
条
例
で
規
定
す
る
職
員
定

数
を
上
回
る
た
め
。

職
員
定
数
の
変
更　

市
長
の
補
助

機
関
で
あ
る
一
般
（
市
立
病
院
を

除
く
）
の
職
員
の
定
数
を
、
当
分

の
間
、
下
表
の
通
り
と
す
る
。

施
行
日　

公
布
の
日

○
南
相
馬
市
東
日
本
大
震
災
等
に

よ
る
被
災
者
に
対
す
る
国
民
健
康

定　

例　

会

条
例
な
ど

議
員
報
酬
10
％
減
額
を

　
　
　
　
　

任
期
中
継
続

　

３
月
定
例
議
会
に
お
い
て
は
、
復
旧
・
復
興
対
策
及
び
原

子
力
災
害
へ
の
対
応
に
必
要
な
財
源
確
保
に
向
け
て
、
議

員
提
案
の
条
例
改
正
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
10
パ
ー
セ
ン
ト

減
額
し
た
議
員
報
酬
を
平
成
26
年
11
月
30
日
ま
で
継
続
す

る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
議
員
報
酬
、
期
末
手
当
な
ど
合
わ
せ
て

年
間
約
２
千
万
円
の
経
費
削
減
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

区　分 減額前の月額報酬 減額後の月額報酬

議　　　長 ４６万３，０００円 ４１万６，７００円

副　議　長 ４０万６，０００円 ３６万５，４００円

議　　　員 ３８万５，０００円 ３４万６，５００円

【議員報酬の減額内容】
減額期間：平成25年４月１日から平成26年 11月 30日まで

〔４月より再開の小高区庁舎〕〔４月より再開の小高区庁舎〕

（単位：人）

過去最大の一般会計当初予算11,,055055億円億円でスタートでスタート！！

職員の定数 改正前 増減 改正後

全体定数 ９５７ ５０ １，００７

一般の
職　員 ４５０ ５０ ５００

【南相馬市職員定数の変更】
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定
例
会

貸
与
期
間

　

契
約
に
定
め
た
月
か
ら
修
学
期

間
が
終
了
す
る
月
ま
で
。

施
行
日　

平
成
25
年
４
月
１
日

失
効
日　

平
成
33
年
３
月
31
日

○
南
相
馬
市
介
護
保
険
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

　

介
護
保
険
法
第
129
条
の
規
定
に

基
づ
き
、
平
成
25
年
度
及
び
平
成

26
年
度
に
お
け
る
新
た
な
保
険
料

率
を
定
め
る
た
め
、
必
要
な
改
正

を
行
う
も
の
。

改
正
理
由

　

原
則
計
画
期
間
を
３
ヶ
年
と
し

て
い
る
介
護
保
険
事
業
計
画
は
、

見
直
し
年
度
に
あ
た
る
平
成
23
年

度
は
震
災
等
に
よ
り
見
直
し
が
で

き
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
平
成
24

年
度
第
５
期
介
護
保
険
事
業
計
画

を
策
定
し
、
保
険
料
率
の
改
正
を

行
う
も
の
。

施
行
日　

平
成
25
年
４
月
１
日

○
南
相
馬
市
災
害
時
に
お
け
る
相
互

支
援
に
関
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

　

大
規
模
な
災
害
が
発
生
し
た
場

合
に
お
け
る
市
区
町
村
間
の
相
互

の
支
援
に
関
す
る
基
本
的
事
項
を

定
め
る
た
め
、
新
た
に
条
例
を
制

定
す
る
も
の
。

条
例
制
定
の
背
景

　

平
成
23
年
３
月
11
日
の
発
災
以

降
、本
市
を
支
援
す
る
枠
組
み（
杉

並
区
を
中
心
と
す
る
自
治
体
ス
ク

ラ
ム
支
援
会
議
）
の
強
化
を
図
る

た
め
。

施
行
日　

公
布
の
日

○
南
相
馬
市
ス
ポ
ー
ツ
施
設
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
制
定
に

つ
い
て

　

地
方
自
治
法
第
244
条
第
１
項
の

規
定
に
基
づ
き
公
の
施
設
と
し
て

新
た
に
屋
内
プ
ー
ル
を
設
置
す
る

と
と
も
に
、
東
日
本
大
震
災
で
被

災
し
た
南
海
老
グ
ラ
ウ
ン
ド
を
廃

止
す
る
た
め
、
必
要
な
改
正
を
行

う
も
の
。

屋
内
プ
ー
ル
の
設
置

【
施
設
概
要
】

　

名　
　

称　

南
相
馬
屋
内
市
民

　
　
　
　
　
　

プ
ー
ル

　

住　
　

所　

原
町
区
小
川
町

　
　
　
　
　
　

553
番
地
の
１

　

開
館
時
間　

午
前
９
時
か
ら

　
　
　
　
　
　

午
後
８
時
ま
で

【
利
用
料
金
】

　

個
人
利
用
（
１
回
券
）

　
　

大　
　

人　
　
　

５
０
０
円

　
　

高
校
生　
　
　

２
０
０
円

　
　

小
中
学
生　
　
　

１
０
０
円

　

※
回
数
券
と
年
間
利
用
券
が
あ

り
ま
す
。

施
行
日　

平
成
25
年
４
月
１
日

○
副
市
長
の
選
任
に
つ
き
同
意
を

求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

　

村
田
副
市
長
が
平
成
25
年
３
月

31
日
を
も
っ
て
退
職
す
る
の
で
、

後
任
の
副
市
長
を
選
任
す
る
た
め
。

　
　

住
所　

東
京
都

　
　

任
期　

４
年
（
新
任
）

○
教
育
委
員
会
の
委
員
の
任
命
に
つ

き
同
意
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

　

大
石　

力
彌
氏

　
　

住
所　

原
町
区

　
　

任
期　

４
年
（
再
任
）

施
行
日　

法
の
施
行
の
日

○
南
相
馬
市
看
護
師
等
修
学
資
金

貸
与
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

　

市
内
医
療
機
関
の
看
護
師
等
の

数
が
減
少
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

将
来
本
市
の
医
療
機
関
に
勤
務
す

る
看
護
師
等
の
確
保
及
び
定
着
を

図
る
た
め
、
新
た
に
条
例
を
制
定

す
る
も
の
。

段　階 対　象　者
基準額に
対する割合
（基準額×割合）

月額（単位：円）

第５期
保険料

第４期
保険料

改正後 改正前

第４段階
（基準）

本人が市民税非課税の
人（世帯内に市民税課税
者がいる場合）
本人の合計所得金額＋
課税年金収入額が80万
円以下の人

0.83 3,919 2,573

上記以外の人 1.00 4,722 3,100

人　
　

事
江口　哲郎氏

※
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
…
新
型
イ
ン
フ
ル

エ
ン
ザ
及
び
全
国
的
か
つ
急
速
な
ま
ん
延
の

お
そ
れ
の
あ
る
新
感
染
症

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
が
発
生

法
第
37
条
に
よ
り
条
例
で
設
置

緊
急
事
態
宣
言

政
府
対
策
本
部
・
都
道
府
県
対
策

本
部
の
設
置

全
国
的
か
つ
急
速
な
ま
ん
延
に
よ

り
、
国
民
生
活
に
甚
大
な
影
響
を

及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
場
合

市
町
村
対
策
本
部
の
設
置

⬅
修学資金の種類・額・貸与期間

【
自
治
体
ス
ク
ラ
ム
支
援
会
議
の
支
援
】

　

杉
並
区
は
、
同
区
が
災
害
時
相
互

援
助
協
定
を
締
結
し
た
「
名
寄
市
」

「
東
吾
妻
町
」「
小
千
谷
市
」
と
連
携

し
、
本
市
に
対
し
各
種
支
援

　

国
や
都
道
府
県
を
通
じ
た
自
治
体

間
の
支
援
の
み
な
ら
ず
、
横
の
繋
が

り
に
よ
る
支
援
の
仕
組
み
が
有
効
に

機
能

⬅

授業料相当
の資金
（月額）

生活費相当
の資金
（月額）

入学資金

①学校、大学、保健
師養成所、助産師養
成所、看護師養成所

45,000円
以内 55,000円

以内

入学金と
して納め
る額

②准看護師養成所 34,000円
以内

養成施設

修学資金
の種類

過去最大過去最大のの一般会計当初予算一般会計当初予算11,055億円でスタート！




